	作業工具製造業


平成21年に大きく落ち込んだ生産は、22年、23年と国内需要や輸出の回復に支えられて順調に回復した。

収益面では、製品価格の値下げ要請が強まる一方、原材料価格の高止まりから、厳しい状況が続いている。

業界では、さまざまなニーズに対応するための新製品開発が続けられているが、一方で関連分野等へ事業の比重を移しつつある例もみられる。

業界概要　　　
作業工具は、レンチ、スパナ、プライヤ、ペンチ、ドライバの主要製品に加えて、その他工具として、パイプねじ切器、万力等も含まれる。なお、利器工匠具・手工具（ばりかん、はさみ、やすり等）は作業工具に含まれず、また、動力が付く電動工具、空気動工具はビット(先端工具)の供給を通じて関わる企業が多いが、産業分類上、別業種となっている。
使用される分野は、工場、土木・建設、電気工事、自動車整備等の業務用の他、家庭の日曜大工と幅広い。
生産は長期的に緩やかな減少傾向をたどっているが、家庭の日曜大工用を中心に輸入品(中国製、台湾製等)のシェアが高まったことや、業務用では工場向けで作業工具が使用される工程が少なくなったこと及び国内のこれら工場数が減ったことが背景にある。
各社は自社の専門分野の品種の生産に特化しており、品揃えのため、同業者間での相互のＯＥＭ生産もみられる。
生産工程は、特殊鋼材料の切断→鍛造→焼鈍し→機械加工→焼入れ→研磨→表面処理（めっき、塗装）である。めっき、熱処理等は外注を利用する例が多く、また、内製が多い鍛造や機械加工も多様な形状やサイズに対応するために、外注が利用される場合がある。

平成21年における大阪府内の作業工具製造業の事業所数は45、従業者数は1,044人、製造品出荷額等は225億8,328万円で、対全国比はそれぞれ25.1％、23.9％、37.2％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者４人以上の事業所）。大阪府と並ぶ産地は新潟県であり、この２府県で全国の出荷額の59.5％を占める（平成21年、経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上の事業所）。大阪産地では、各品種で国内トップシェアを持つ企業が多く立地している。
流通経路は、メーカーから機械工具卸売業や金物卸売業を経由して、ユーザー企業やホームセンターへ販売される。近年は、機械工具や金物類を扱うカタログ通販業者、ネット通販業者の販売が伸びている。
なお、機械工具卸売業やホームセンターでは中国に拠点を設けて、生産委託先との連携強化や、製品検査の充実を図る等、品質向上に努めている。

当業界の輸出比率は約10％であるが、一部企業では20～30％という例もみられる。海外製品の追い上げはあるが、日本製品は海外で高く評価され、非価格競争力がある製品も少なくないため、自社ブランド、円建契約で輸出をする企業が多い。仕向地は韓国、中国、アメリカ等である。
海外工場をもつ企業(生産委託先を除く)は、大阪本社企業では３社みられ、進出国は、ベトナム、タイ、中国、アメリカである。
生産は持ち直し
21年に大きく落ち込んだ生産は、22年春より持ち直し、23年も４、５月に一服したが、その後は増加基調で推移した。国内需要や輸出の回復に支えられているところが大きい。
23年３月の東日本大震災の影響では、その他作業工具の分野で、配管工事関連（パイプねじ切器等）を扱う企業の受注で高い伸びがみられた。
このほかの企業でも、６月頃からの堅調な受注の一部に復興需要も含まれているという企業がみられた。

23年夏期の電力供給不足への対応では、平日の１日を土曜日と振り替えた例、エアコンや照明の節電という例がみられた。なお、鍛造工程をもつ企業は電力使用量が多く、高圧受電をしているが、数年前より特定規模電気事業者と契約し、エネルギーコストを削減している例がみられる。
輸出は回復後、横ばい、輸入は増加

輸出はほぼ横ばいで推移してきたが、21年に大きく落ち込んだ。しかし、22年には順調に回復し、23年も堅調な動きの中で、20年以前の水準に戻りつつある。
対ドル円相場は23年後半には70円台となり、一層の円高が進行しているが、当業界は円建が多く、為替差損が少ないことや、年内はほぼ年度当初の輸出契約での出荷を維持できたことから、円高進行による影響は少なかった。しかし、24年に入ってからの新規契約では、値下げ要請や海外需要の一服傾向から、輸出のかげりが懸念される。

一方、輸入は21年に落ち込んだ後、22年、23年と増加し、とくに23年は国内需要の回復や円高により伸び率が高まった。
収益は厳しい

製品価格は全体として弱含みであり、とくに、近年、大口取引企業として成長してきたホームセンターの値下げ要請が厳しい。

一方、生産コスト面で、材料となる特殊鋼の価格は22年に引上げられた後、現在は高止まりとなっている。　　

コスト削減のための取組をみると、値下げ要請が厳しいホームセンター向けは中国、台湾の企業へ生産委託し、完成品にして輸入する例、海外工場をもつ企業では、完成品又は半製品（鍛造品、機械加工品等）で輸入する例がみられる。このほか、平成16年に結成された情報交流グループ（現在８社）では数年前より材料の共同仕入や製品の共同販売を行うことによるコストダウンに取組んでいる。
設備投資は一部で動き

設備投資は減価償却の範囲内で行われる機械の更新や補修が中心で、このほか新製品の開発に関連して、金型への投資といった例がみられる。
なお、中堅規模の企業では、23年秋より府内南河内地域で新工場建設を進める例、海外工場(中国、ベトナム)で能力増強投資や新工場建設を行う例がみられる。この場合、海外への投資は円高のメリットが大きいようである。なお、タイに工場をもつ企業では水害の影響を受けたため、復旧及び日本国内での代替生産のための投資がみられる。　　　　
従業者数は微増
20年、21年は自然退職者の補充をせず、従業者数が若干、減少した企業が多かったが、22年、23年は採用が再開されており、各社の従業者数は微増となっている。なお、鍛造、研磨、刃付け等の工程では、景況と関係なく、熟練技能工の確保が重要となっている。ペンチ・ニッパーの企業では外国人労働力に目を向け、ベトナム人研修生の採用及び熟練技能工としての育成並びに帰国した研修生を自社のベトナム工場で雇用するといった例がみられる。　　

製品開発への取組

作業工具は成熟製品であるが、各社とも毎年、新製品を発表しており、軽量化、デザイン、機能等で、工夫や改良が重ねられている。国内生産品は業務用が多く、家庭用に比べて使用頻度が高いため、買い替え需要が発生しやすい。電気工事士や自動車整備士等は、新製品情報に関心をもつとともに、より高レベルの工具の所有意欲も強く、支給された工具以外に自前で購入する場合もあるといわれ、新製品開発はこれらニーズを販売へと結びつけていく上でも重要といえる。
関連分野・異分野への取組や技術開発
作業工具だけでは事業の拡大が困難となる中、関連分野へと事業の比重を移したり、異分野での技術開発に力を入れる例もみられる。
電動工具は近年の電池性能の向上によりコードレスの充電式タイプが国内向け、海外向けとも伸びており、業務用の分野でも用途によっては、コンプレッサやホースで作業が制約される空気圧工具を凌駕しつつある。こうした中、電動工具メーカーとの連携を一層強め、ビット（先端工具）の供給に力を入れる例がみられる。
また、パイプのねじ切器や配管機器（電動）等を専門に扱う企業では、配管の接合部のねじ加工において、耐震性に優れたねじ転造機（転造ローラによる塑性加工により従来の切削ねじより強度が高まる）を開発し、官公需や大型物件を中心に販売が拡大している。
このほか、作業工具の生産工程における鍛造や機械加工の技術を発展させて、産業機器類（荷役運搬機械、クレーン、吊り具等）の開発、生産を進める企業もみられる。
今後の見通し

生産は21年を底に持ち直しており、23年も増加率は鈍化するものの、前年を上回る見通しである。

主な販売先である機械工具卸売企業は震災復興関連で引き続き関東以北の地域への販売に力を入れているが、当面は土木・配管関連等、限られた分野での需要拡大とみられる。
輸出について、日本製作業工具の国際競争力は強いが、円高が一層進行すれば、海外需要は慎重となることが懸念される。
増加傾向にある輸入について、メーカーの海外生産が進展する中で、品種によっては家庭用や手頃な価格品から、業務用や高価格品まで輸入品の範囲が広がっていくことも予想される。
長期的にみると、作業工具のみでは事業の拡大が困難であるため、生産内容を見直し、作業工具を中心に、その関連分野、さらには産業機器類へと比重を移す動きも進むとみられる。　　　　　　　（松岡　信明）
[image: image1.emf]（単位：千個、百万円、％）

数　量 金　額

平成20年　119,553(- 6.6) 46,199(- 3.9)

21　　 76,526(-36.0) 27,704(-40.0)

22　　 97,879(+27.9) 35,523(+28.2)

23年１～11月  91,302(+ 1.9) 36,752(+13.3)

　　（　）内は前年比、前年同期比。

輸出高 輸入高

平成20年　21,842(- 0.7) 20,567(- 8.2)

21　　12,721(-41.8) 13,574(-34.0)

22　　16,873(+32.6) 14,852(+ 9.4)

23年１～11月 15,744(+ 3.7) 15,636( 14.2)

資料：財務省『貿易統計』

作業工具の輸出入高

（注）統計品別表の品目コード「8203～8206」

（単位：百万円、％）

作業工具の生産高（全国）

　　　(　)内は前年比、前年同期比。

資料：経済産業省

『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報』

　　　から利器工匠具等を除いた。

（注）対象は常用従業者20人以上の事業所。
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